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第４【経理の状況】

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号。以下、「四半期連結財務諸表規則」という。）第１条の２第１号イ及び第２号に掲げる「特定会社」

の要件を満たすことから、四半期連結財務諸表規則第93条の規定により、国際会計基準（ＩＡＳ）第34号「期中財務

報告」（以下、ＩＡＳ第34号）に準拠して作成しております。

（注）１．当連結会計年度（自 2014年4月1日 至 2015年3月31日）は、国際会計基準（以下、ＩＦＲＳ）に準拠し

た連結財務諸表開示の初年度であります。我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して作成された直近の連結財務諸表は、前連結会計年度（自 2013年4月1日 至 2014年3月31日）の

連結財務諸表であり、ＩＦＲＳへの移行日（以下、移行日）は2013年4月1日であります。

（注）２．第３四半期連結会計期間（自 2014年10月1日 至 2014年12月31日）における当第３四半期連結会計期間

を「当第３四半期」、前第３四半期連結会計期間を「前第３四半期」と記載し、第３四半期連結累計期間

（自 2014年4月1日 至 2014年12月31日）における当第３四半期連結累計期間を「当第３四半期累計」、

前第３四半期連結累計期間を「前第３四半期累計」と記載し、連結会計年度（自 2014年4月1日 至 2015

年3月31日）における当連結会計年度を「当年度」、前連結会計年度を「前年度」と記載しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（自 2014年10月1日 至

2014年12月31日）及び第３四半期連結累計期間（自 2014年4月1日 至 2014年12月31日）に係る要約四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【要約四半期連結財務諸表】

（１）【要約四半期連結財政状態計算書】

（単位：百万円）

注記
番号

資産

流動資産 

現金及び現金同等物
	

売上債権
	

その他の債権
	

棚卸資産
	

その他の流動資産
	

（小計）
	

売却目的で保有する資産
	

流動資産合計
	

非流動資産 

有形固定資産
	

のれん
	

無形資産
	

持分法で会計処理されている投資
	

その他の投資
	

繰延税金資産
	

その他の非流動資産
	

非流動資産合計
	

資産合計 

6 

移行日 
（2013年 4月 1日） 

286,602
	

883,905
	

70,906
	

323,092
	

77,520
	

1,642,025 

－

1,642,025 

622,181
	

32,607
	

157,749
	

33,716
	

152,724
	

204,547
	

103,634
	

1,307,158
	

2,949,183
	

前年度末 
（2014年 3月31日） 

301,162
	

980,247
	

105,427
	

330,202
	

68,121
	

1,785,159 

－

1,785,159 

622,480
	

37,533
	

158,854
	

37,271
	

166,931
	

183,401
	

114,308
	

1,320,778
	

3,105,937
	

当第３四半期末
（2014年12月31日）

341,733 

910,094 

82,438 

396,305 

93,926 

1,824,496 

14,206 

1,838,702 

642,485 

40,866 

165,743 

44,902 

183,159 

162,050 

136,379 

1,375,584 

3,214,286
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（単位：百万円）

注記
番号

負債及び資本 

負債 

流動負債 

仕入債務
	

その他の債務
	

社債、借入金及びリース債務
	

未払法人所得税
	

引当金
	

その他の流動負債
	

流動負債合計
	

非流動負債 

社債、借入金及びリース債務
	

退職給付に係る負債
	

引当金
	

繰延税金負債
	

その他の非流動負債
	

非流動負債合計
	

負債合計 

資本 

資本金
	

資本剰余金
	

自己株式
	

利益剰余金
	

その他の資本の構成要素
	

親会社の所有者に帰属する持分合計
	

非支配持分
	

資本合計
	

負債及び資本合計
	

移行日
（2013年 4月 1日）

566,757
	

385,894
	

304,095
	

23,316
	

132,426
	

182,584
	

1,595,072
	

271,582
	

474,367
	

43,657
	

5,784
	

31,122
	

826,512
	

2,421,584
	

324,625
	

236,509
	

△340
	

△195,876
	

43,055
	

407,973
	

119,626
	

527,599
	

2,949,183
	

9
	

9
	

7
	

前年度末
（2014年 3月31日）

641,211
	

396,375
	

142,608
	

20,263
	

111,196
	

171,807
	

1,483,460
	

417,635
	

412,632
	

45,058
	

6,544
	

42,657
	

924,526
	

2,407,986
	

324,625
	

233,510
	

△422
	

△54,341
	

63,143
	

566,515
	

131,436
	

697,951
	

3,105,937
	

当第３四半期末
（2014年12月31日）

594,070 

378,424 

276,734 

7,946 

85,695 

199,723 

1,542,592 

396,152 

365,578 

36,229 

7,238 

47,556 

852,753 

2,395,345 

324,625 

233,467 

△513 

30,846 

94,373 

682,798 

136,143 

818,941 

3,214,286
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（２）【要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書】

【要約四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第３四半期累計
（自 2014年 4月 1日
至 2014年 12月 31日）

前第３四半期累計
（自 2013年 4月 1日
至 2013年12月31日）

3,352,337
	

△2,475,816
	

876,521
	

△817,360
	

7,468
	

66,629
	

12,393
	

△5,797
	

5,223
	

78,448
	

△15,046
	

63,402
	

58,472
	

4,930
	

63,402
	

28.26
	

28.23
	

売上収益 

売上原価 

売上総利益 

販売費及び一般管理費 

その他の損益 

営業利益 

金融収益 

金融費用 

持分法による投資利益 

税引前四半期利益 

法人所得税費用 

四半期利益 

四半期利益の帰属：

親会社の所有者
	

非支配持分
	

合計
	

１株当たり四半期利益 

基本的１株当たり四半期利益（円） 

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 

注記
番号

5
	

5
	

10
	

10
	

11 

3,364,427 

△2,481,736 

882,691 

△818,729 

1,468 

65,430 

19,372 

△6,830 

5,429 

83,401 

△29,301 

54,100 

51,708 

2,392 

54,100 

24.99 

24.99
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【要約四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

四半期利益 

その他の包括利益

純損益に振り替えられることのない項目

確定給付制度の再測定 

純損益にその後に振り替えられる可能性のあ
る項目

在外営業活動体の換算差額 

キャッシュ・フロー・ヘッジ 

売却可能金融資産 

持分法適用会社のその他の包括利益持分 

税引後その他の包括利益 

四半期包括利益 

四半期包括利益の帰属：

親会社の所有者
	

非支配持分
	

合計
	

注記
前第３四半期累計

番号
（自 2013年 4月 1日
至 2013年12月31日）

63,402
	

75,405
	

7,508
	

△37
	

17,806
	

2,348
	

27,625
	

103,030
	

166,432
	

154,764
	

11,668
	

166,432
	

当第３四半期累計
（自 2014年 4月 1日
至 2014年12月31日）

54,100 

50,795 

22,311 

△28 

10,204 

2,217
	

34,704 

85,499 

139,599 

132,969 

6,630 

139,599
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【要約四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結会計期間】

（単位：百万円）

売上収益 

売上原価 

売上総利益 

販売費及び一般管理費 

その他の損益 

営業利益 

金融収益 

金融費用 

持分法による投資利益 

税引前四半期利益 

法人所得税費用 

四半期利益 

四半期利益の帰属：

親会社の所有者
	

非支配持分
	

合計
	

１株当たり四半期利益 

基本的１株当たり四半期利益（円） 

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 

注記
番号

5
	

5
	

10
	

10
	

11 

前第３四半期
（自 2013年10月 1日
至 2013年12月31日）

1,200,736
	

△895,048
	

305,688
	

△272,516
	

3,075
	

36,247
	

6,578
	

△2,131
	

3,072
	

43,766
	

780
	

44,546
	

43,821
	

725
	

44,546
	

21.18
	

21.16
	

当第３四半期
（自 2014年10月 1日
至 2014年12月31日）

1,171,570 

△869,629 

301,941 

△270,261 

1,477 

33,157 

7,900 

△2,325 

2,056 

40,788 

△11,475 

29,313 

27,601 

1,712 

29,313 

13.34 

13.34
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【要約四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結会計期間】

（単位：百万円）

四半期利益 

その他の包括利益

純損益に振り替えられることのない項目

確定給付制度の再測定 

純損益にその後に振り替えられる可能性のあ
る項目

在外営業活動体の換算差額 

キャッシュ・フロー・ヘッジ 

売却可能金融資産 

持分法適用会社のその他の包括利益持分 

税引後その他の包括利益 

四半期包括利益 

四半期包括利益の帰属：

親会社の所有者
	

非支配持分
	

合計
	

注記
前第３四半期

番号
（自 2013年10月 1日
至 2013年12月31日）

44,546
	

51,316
	

4,405
	

△119
	

6,751
	

593
	

11,630
	

62,946
	

107,492
	

103,205
	

4,287
	

107,492
	

当第３四半期
（自 2014年10月 1日
至 2014年12月31日）

29,313 

14,878 

13,247 

△5 

1,214 

2,119
	

16,575 

31,453 

60,766 

57,269 

3,497 

60,766
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（３）【要約四半期連結持分変動計算書】 
前第３四半期累計（自 2013年 4月 1日 至 2013年12月31日） （単位：百万円） 

2013年 4月 1日残高 

四半期利益 

その他の包括利益 

四半期包括利益

自己株式の取得 

剰余金の配当

注記
番号 資本金

324,625 

7 

－

親会社の
その他の 所有者に 非支配

資本
自己株式

利益
資本の 帰属する 持分

資本合計
剰余金 剰余金

構成要素 持分合計

236,509 △340 △195,876 43,055 407,973 119,626 527,599 

58,472
	 58,472
	 4,930
	 63,402

96,292 96,292 6,738 103,030

－ － 58,472
	 96,292
	 154,764
	 11,668
	 166,432 

△55
	 △55
	 △55

－ △2,639
	 △2,639 

71,655
	 △71,655 － －

△440
	 △440
	 △178
	 △618 

－ △1,687
	 △1,687 

102 102 △133 △31 

236,069
	 △395 △65,749 67,794 562,344 126,657 689,001

至 2014年12月31日） （単位：百万円）

利益剰余金への振替 

非支配持分の取得及 
び売却による増減額
	

子会社の取得及び売 
却による増減額

その他 

2013年12月31日残高 324,625 

当第３四半期累計（自 2014年 4月 1日

2014年 4月 1日残高 

四半期利益 

その他の包括利益 

四半期包括利益

自己株式の取得 

自己株式の処分 

剰余金の配当 

利益剰余金への振替 

その他 

2014年12月31日残高 

注記 資本
番号

資本金
剰余金

324,625 233,510
	

7
	

－ －

1
	

8
	

△44
	

233,467
	324,625 △513 30,846 94,373 

自己株式

△422
	

利益
剰余金

△54,341
	

51,708
	

51,708
	

△16,552
	

50,031
	

その他の
資本の
構成要素

63,143
	

81,261
	

81,261
	

△50,031 

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

566,515
	

51,708
	

81,261
	

132,969
	

△92
	

2
	

△16,552 

－

△44
	

682,798
	

非支配
持分

131,436
	

2,392
	

4,238
	

6,630
	

△2
	

△2,904
	

983
	

136,143
	

資本合計

697,951 

54,100 

85,499 

139,599 

△94 

2 

△19,456

－

939 

818,941
	

－

△92
	

1
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（４）【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー 

税引前四半期利益
	

減価償却費、償却費及び減損損失
	

引当金の増減額（△は減少）
	

退職給付に係る負債の増減額（△は減少）
	

受取利息及び受取配当金
	

支払利息
	

持分法による投資損益（△は益）
	

売却可能金融資産の売却損益（△は益）
	

売上債権の増減額（△は増加）
	

棚卸資産の増減額（△は増加）
	

仕入債務の増減額（△は減少）
	

その他
	

小計
	

利息の受取額
	

配当金の受取額
	

利息の支払額
	

法人所得税の支払額
	

営業活動によるキャッシュ・フロー
	

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産及び無形資産の取得による支出 

売却可能金融資産の売却による収入 

事業譲渡による収入 

その他 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

注記
前第３四半期累計

番号
（自 2013年 4月 1日
至 2013年12月31日）

78,448
	

129,150
	

△42,622
	

△17,926
	

△4,627
	

4,852
	

△5,223
	

△1,428 

20,748
	

△85,314
	

20,502
	

△52,972
	

43,588
	

1,508
	

4,385
	

△4,919
	

△36,679
	

7,883
	

△129,216
	

16,084
	

10,807 

15,922
	

△86,403
	

当第３四半期累計
（自 2014年 4月 1日
至 2014年12月31日）

83,401 

133,995 

△37,476 

△10,131 

△4,945 

4,483 

△5,429 

－

92,473

△62,291 

△62,075 

△25,245 

106,760 

1,706 

4,265 

△4,777 

△3,608 

104,346 

△144,965 

1,858

－

△142,497
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（単位：百万円）

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金等の純増減額（△は減少） 

長期借入金及び社債の発行による収入 

長期借入金の返済及び社債の償還による支出 

リース債務の支払額 

親会社の所有者への配当金の支払額 

その他 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 

現金及び現金同等物の期首残高 

現金及び現金同等物の為替変動による影響 

現金及び現金同等物の四半期末残高 

当第３四半期累計
（自 2014年 4月 1日
至 2014年12月31日）

100,010 

70,426 

△64,247 

△11,505 

△16,552 

△1,964 

76,168 

38,017 

301,162 

2,554 

341,733
	

注記
番号

9
	

9
	

8 

前第３四半期累計
（自 2013年 4月 1日
至 2013年12月31日）

△20,684
	

241,271
	

△70,784
	

△12,366 

－

△3,487
	

133,950
	

55,430
	

284,548
	

16,959
	

356,937
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

当社は、日本に所在する企業であります。当社の要約四半期連結財務諸表は、当社及び連結子会社（以下、

当社グループ）、並びに当社グループの関連会社に対する持分より構成されております。当社グループは、

ＩＣＴ分野において、各種サービスを提供するとともに、これらを支える最先端、高性能、かつ高品質のプロ

ダクト及び電子デバイスの開発、製造、販売から保守運用までを総合的に提供する、トータルソリューション

ビジネスを行っております。

２．作成の基礎

当社の要約四半期連結財務諸表は、四半期連結財務諸表規則第１条の２第１号イ及び第２号に掲げる「特定

会社」の要件を満たすことから、四半期連結財務諸表規則第93条の規定により、ＩＡＳ第34号に準拠して作成

しております。

当年度は、ＩＦＲＳに準拠した連結財務諸表開示の初年度であります。我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して作成された直近の連結財務諸表は、前年度の連結財務諸表であり、

ＩＦＲＳへの移行日は2013年4月1日であります。

当要約四半期連結財務諸表は2015年2月13日に当社代表取締役社長 山本正已及び最高財務責任者（ＣＦＯ）

塚野英博によって承認されております。

連結財務諸表は、連結財政状態計算書における以下の重要な項目を除き、取得原価を基礎として作成されて

おります。

・デリバティブ金融商品は公正価値で測定されています。

・売却可能金融資産は公正価値で測定されています。

・退職給付に係る負債は、確定給付債務の現在価値から年金資産の公正価値を控除して認識されております。

連結財務諸表は当社の機能通貨である日本円で表示しております。日本円で表示している財務情報は、原則とし

て百万円未満を四捨五入して表示しております。

３．重要な会計方針

当社グループは、当年度の第１四半期（自 2014年4月1日 至 2014年6月30日）よりＩＦＲＳを適用してお

り、当社グループが採用した重要な会計方針は当年度の第１四半期四半期報告書 第４ 経理の状況 １ 要約四

半期連結財務諸表 [要約四半期連結財務諸表注記]（以下、要約四半期連結財務諸表注記） ３．重要な会計方針

に記載しております。重要な会計方針は、当第３四半期、当第３四半期累計及び前年度の連結財務諸表、並びに移

行日の連結財政状態計算書を作成する上で適用されております。

４．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断

ＩＦＲＳに準拠した連結財務諸表の作成において、経営陣は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費

用に影響を与える判断、見積り及び仮定を必要としておりますが、実際の結果と異なる場合があります。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの見直しによる影響は、その見積り

を見直した連結会計期間及び影響を受ける将来の連結会計期間において認識されます。現在の状況と将来の展

望に関する仮定は、当社グループにとって制御不能な市場の変化又は状況により変化する可能性があります。

こうした仮定の変更は、それが起きた時点で反映しております。

当要約四半期連結財務諸表の金額に重要な影響を与える見積り及び判断は、当年度の第１四半期四半期報 
告書 要約四半期連結財務諸表注記 ４．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断に記載しておりま 
す。
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５. セグメント情報

(1) 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社及び連結子会社（以下、当社グループ）の構成単位のうち分離された財務情報

が入手可能であり、最高経営意思決定機関が、経営資源の配分の決定及び業績評価のために、定期的に検討を行

う対象となっているものであります。

当社グループは、ＩＣＴ（Information and Communication Technology）分野において、各種サービスを提供

するとともに、これらを支える最先端、高性能かつ高品質のプロダクト及び電子デバイスの開発・製造・販売か

ら保守運用までを総合的に提供するトータルソリューションビジネスを営んでおります。当社は、経営組織の形

態、製品・サービスの特性及び販売市場の類似性に基づき、複数の事業セグメントを集約した上で、「テクノロ

ジーソリューション」、「ユビキタスソリューション」及び「デバイスソリューション」の3つを報告セグメン

トとしております。各報告セグメントの事業の管理体制並びに製品及びサービスの種類は以下のとおりでありま

す。

①テクノロジーソリューション

プロダクト・ソフトウェア・サービスが一体となった総合的なサービスを顧客に最適な形で提供するため、

グローバルな戦略立案やコストマネジメントなどの事業管理を推進するための製品・サービス別の事業軸と、

5リージョン（日本、ＥＭＥＩＡ(Europe、Middle East、India and Africa)、アメリカ、アジア、オセアニ

ア)の顧客軸による複合型の事業管理体制をとっております。

当該報告セグメントは、情報通信システムの構築などを行うソリューション／ＳＩ、アウトソーシングや保

守サービスを中心とするインフラサービス、ＩＣＴの基盤となる、サーバやストレージシステムなどのシステ

ムプロダクトと携帯電話基地局や光伝送システムなどの通信インフラを提供するネットワークプロダクトによ

り構成されています。

②ユビキタスソリューション

営業部門も含め製品別に独立した事業管理体制をとっております。

当該報告セグメントは、当社グループが実現を目指す「ヒューマンセントリック・インテリジェントソサエ

ティ」（誰もが複雑な技術や操作を意識せずに、ＩＣＴが創出する価値の恩恵を享受できる社会）において、

人や組織の行動パターンから生み出される様々な情報や知識を収集・活用するユビキタス端末あるいはセンサ

ーとして、パソコン／携帯電話のほか、オーディオ・ナビゲーション機器や移動通信機器、自動車用電子機器

により構成されています。

③デバイスソリューション

営業部門も含め製品別に独立した事業管理体制をとっております。

当該報告セグメントは、最先端テクノロジーとして、デジタル家電や自動車、携帯電話、サーバなどに搭載

されるＬＳＩのほか、半導体パッケージ、電池をはじめとする電子部品により構成されています。

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、注記3「重要な会計方針」における記載と概ね同一で

あります。

事業セグメントの利益は、営業利益をベースとした数値でありますが、全社費用は当社グループ全体で管理

しているため、事業セグメントに配分しておりません。また、当社グループの資金調達（金融収益及び金融費

用を含む）及び持分法による投資利益についても当社グループ全体で管理しているため、事業セグメントに配

分しておりません。

セグメント間の取引は独立企業間価格で行っております。 
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(2) 報告セグメントごとの売上収益及び営業利益の金額に関する情報 

前第３四半期累計（自 2013年4月1日 至 2013年12月31日） （単位：百万円） 

売上収益

外部収益 

セグメント間収益 

収益合計 

営業利益 

金融収益 

金融費用 

持分法による投資利益 

税引前四半期利益 

テクノロジー
ソリューション

2,212,426
	
36,884
	

2,249,310
	
126,049
	

報告セグメント

ユビキタス
ソリューション

706,367
	
93,626
	
799,993
	
△33,985
	

デバイス
ソリューション

411,170
	
39,373
	
450,543
	
23,255
	

計

3,329,963
	
169,883
	
3,499,846
	
115,319
	

その他

8,566
	
32,581
	
41,147
	
△6,150
	

調整額

13,808
	
△202,464 
△188,656
	
△42,540
	

連結計

3,352,337

－

3,352,337 
66,629 
12,393 
△5,797 
5,223 
78,448 

当第３四半期累計（自 2014年4月1日 至 2014年12月31日） （単位：百万円）

調整額 連結計

15,791 3,364,427

△206,407 －

△190,616 3,364,427

△49,744 65,430

19,372

△6,830

5,429

83,401 

売上収益

外部収益 

セグメント間収益 

収益合計 

営業利益 

金融収益 

金融費用 

持分法による投資利益 

税引前四半期利益 

テクノロジー
ソリューション

2,261,871
	
33,062
	

2,294,933
	
95,357
	

報告セグメント

ユビキタス
ソリューション

682,783
	
100,380
	
783,163
	
8,463
	

デバイス
ソリューション

395,449
	
38,670
	
434,119
	
24,558
	

計

3,340,103
	
172,112
	
3,512,215
	
128,378
	

その他

8,533
	
34,295
	
42,828
	
△13,204
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前第３四半期（自 2013年10月1日 至 2013年12月31日） （単位：百万円）

計 その他

1,192,929 2,913 

60,778 11,001 

1,253,707 13,914 

48,959 △2,298 

当第３四半期（自 2014年10月1日 至 2014年12月31日）

報告セグメント

ユビキタス
ソリューション

テクノロジー デバイス
ソリューション ソリューション

テクノロジー
ソリューション

売上収益

外部収益 

セグメント間収益 

収益合計 

営業利益 

金融収益 

金融費用 

持分法による投資利益 

税引前四半期利益 

売上収益

外部収益 

セグメント間収益 

収益合計 

営業利益 

金融収益 

金融費用 

持分法による投資利益 

税引前四半期利益 

773,923
	
12,420
	
786,343
	
51,161
	

報告セグメント

ユビキタス デバイス
ソリューション ソリューション

287,350
	 131,656
	
33,948 14,410
	
321,298
	 146,066
	
△5,392
	 3,190
	

計

1,163,628
	 2,682
	
62,096 11,463
	

1,225,724
	 14,145
	
58,022
	 △8,166
	

調整額 連結計

4,894 1,200,736

△71,779 －

△66,885 1,200,736

△10,414 36,247

6,578

△2,131

3,072

43,766

（単位：百万円）

調整額 連結計

5,260
	 1,171,570 
△73,559 －

△68,299
	 1,171,570 
33,157 △16,699
	
7,900 
△2,325 
2,056 
40,788 

790,778
	 233,679
	 139,171
	
12,001 35,560 14,535
	
802,779
	 269,239
	 153,706
	
44,642
	 △1,208
	 14,588
	

その他

（注） 1．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、次世代スーパーコンピュータ事

業、当社グループ会社向け情報システム開発・ファシリティサービス事業及び当社グループ従業員向け福利

厚生事業等が含まれております。

2．売上収益における「調整額」はセグメント間取引の消去等であります。

3．営業利益における「調整額」には全社費用及びセグメント間取引の消去等が含まれており、前第３四半期累

計、当第３四半期累計、前第３四半期及び当第３四半期に発生した金額はそれぞれ、全社費用: △42,296百

万円、△48,679百万円、△10,960百万円、△15,358百万円、セグメント間取引の消去等: △244百万円、

△1,065百万円、546百万円、△1,341百万円であります。

なお、全社費用は主に報告セグメントに帰属しない基礎的試験研究等の戦略費用及び親会社におけるグルー

プ経営に係る共通費用であります。 
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(3）製品及びサービスごとの情報

外部収益

テクノロジーソリューション

サービス 

システムプラットフォーム 

ユビキタスソリューション

パソコン／携帯電話 

モバイルウェア 

デバイスソリューション

ＬＳＩ 

電子部品 

その他 

全社他 

合計 

外部収益

テクノロジーソリューション

サービス 

システムプラットフォーム 

ユビキタスソリューション

パソコン／携帯電話 

モバイルウェア 

デバイスソリューション

ＬＳＩ 

電子部品 

その他 

前第３四半期累計
(自 2013年 4月 1日
至 2013年12月31日)

1,812,666
	
399,760
	

480,321
	
226,046
	

219,987
	
191,183
	
8,566
	
13,808
	

3,352,337 

前第３四半期
(自 2013年10月 1日
至 2013年12月31日)

641,854
	
132,069
	

209,976
	
77,374
	

71,118
	
60,538
	
2,913
	
4,894
	

（単位：百万円）

当第３四半期累計
(自 2014年 4月 1日
至 2014年12月31日)

1,881,073 
380,798 

432,428 
250,355 

207,253 
188,196 
8,533 
15,791 

3,364,427 

（単位：百万円）

当第３四半期
(自 2014年10月 1日
至 2014年12月31日)

665,035 
125,743 

149,453 
84,226 

72,942 
66,229 
2,682 
5,260 全社他 

合計 1,200,736 1,171,570
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(4）地域ごとの情報

外部収益

国内（日本） 

海外

ＥＭＥＩＡ 

アメリカ 

アジア 

オセアニア 

海外計 

合計 

外部収益

国内（日本） 

海外

ＥＭＥＩＡ 

アメリカ 

アジア 

オセアニア 

海外計
	
合計
	 1,200,736 

前第３四半期累計
(自 2013年 4月 1日
至 2013年12月31日)

2,035,850
	

666,404
	
285,709
	
279,349
	
85,025
	

1,316,487
	
3,352,337 

前第３四半期
(自 2013年10月 1日
至 2013年12月31日)

743,727
	

250,138
	
87,090
	
93,641
	
26,140
	
457,009
	

（単位：百万円）

当第３四半期累計
(自 2014年 4月 1日
至 2014年12月31日)

1,985,333 

730,826 
284,563 
280,624 
83,081 

1,379,094 
3,364,427 

（単位：百万円）

当第３四半期
(自 2014年10月 1日
至 2014年12月31日)

679,665 

267,334 
92,888 
104,924 
26,759 
491,905 
1,171,570 

（注） 1．外部収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

2．海外の各区分に属する主な国又は地域

(1）ＥＭＥＩＡ（欧州・中近東・インド・アフリカ）....イギリス、ドイツ、スペイン、フィンランド、

スウェーデン

(2）アメリカ........................................米国、カナダ 
(3）アジア..........................................中国、シンガポール、韓国、台湾 
(4）オセアニア......................................オーストラリア 

3．個別に区分して開示すべき重要な国はありません。 
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６．売却目的で保有する資産

（単位：百万円）

移行日

（ 2013年 4月 1日）

前年度末

（ 2014年 3月 31日）

当第３四半期末

（ 2014年 12月 31日）

売却目的で保有する資産 － － 14,206

当社、当社の国内連結子会社である富士通セミコンダクター株式会社、パナソニック株式会社（以下、パナソニ

ック）及び株式会社日本政策投資銀行（以下、ＤＢＪ）は、2014年7月31日、システムＬＳＩの設計・開発などを

手掛けるファブレス形態の統合新会社の設立に関して正式契約を締結しました。

当第３四半期末における売却目的で保有する資産は、統合新会社へ移管する予定である棚卸資産、有形固定資

産、無形資産等を売却目的保有に分類したものであります。なお、実際に統合新会社へ移管される資産及び負債に

は、当社グループの販売会社に対する売上債権や当社グループへの仕入債務等が含まれる予定です。

統合新会社における議決権比率は当社 40％、パナソニック 20％、ＤＢＪ 40％であり、統合新会社は当社の持

分法適用関連会社となります。統合新会社の営業開始は2014年度第４四半期を予定しております。

７．資本及びその他の資本項目

その他の資本の構成要素及びその他の包括利益の各項目の増減 （単位：百万円）

前第３四半期累計
(自 2013年 4月 1日

当第３四半期累計

至 2013年 12月 31日 )
(自 2014年 4月 1日
至 2014年 12月 31日 )

在外営業活動体の換算差額 
期首
	 4,738
	 13,023 
その他の包括利益
	 7,421
	 21,195 
その他 － － 
期末 12,159 34,218 

キャッシュ・フロー・ヘッジ 
期首
	 △46
	 20 
その他の包括利益
	 △197
	 △72 
その他 － － 
期末 △243 △52 
売却可能金融資産 
期首
	 38,363
	 50,100 
その他の包括利益
	 17,515
	 10,107 
その他 － － 
期末 55,878 60,207 

確定給付制度の再測定 
期首 － － 
その他の包括利益
	 71,553
	 50,031 
その他
	 △71,553
	 △50,031 
期末 － －

その他の資本の構成要素合計 
期首
	 43,055
	 63,143 
その他の包括利益
	 96,292
	 81,261 
その他
	 △71,553
	 △50,031 
期末 67,794 94,373
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８．配当金

配当金の支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額
基準日 効力発生日 配当の原資

2014年 5月 22日

取締役会
普通株式 8,276 4円 2014年 3月 31日 2014年 6月 2日 利益剰余金

2014年 10月 30日

取締役会
普通株式 8,276 4円 2014年 9月 30日 2014年 11月 26日 利益剰余金

我が国の会社法においては、株式払込金の全額が資本金として計上されますが、払込金額の2分の1を超えない金

額を資本準備金とすることが容認されております。会社法では、利益準備金（利益剰余金に含まれる）及び資本準

備金（資本剰余金に含まれる）の合計額が資本金の4分の1に達するまで、配当金の支払時に配当額の10分の1を利

益準備金または資本準備金として積み立てなければならないことが規定されています。また、資本準備金、利益準

備金、その他資本剰余金及びその他利益剰余金は、株主総会決議により一定の条件のもとで、科目間での振り替え

が容認されています。

連結財務諸表における資本剰余金には当社の個別財務諸表における資本準備金とその他資本剰余金が含まれてお

り、また、利益剰余金には利益準備金とその他利益剰余金が含まれております。分配可能額は会社法及び我が国に

おいて一般に公正妥当と認められる企業会計の基準により作成された当社の個別財務諸表に基づいて計算されま

す。

前年度末の当社個別財務諸表に計上されている株主資本は570,761百万円で、その内訳は資本金が324,625百万

円、その他資本剰余金が166,295百万円、利益準備金が10,135百万円、その他利益剰余金が70,126百万円、自己株

式が△422百万円であります。

９．社債

(1)社債の発行による収入

第１四半期（自 2014年4月1日 至 2014年6月30日）において、2015年3月末までに償還期日が到来する社債償

還資金及び借入金返済資金の一部に充当するため、70,000百万円の普通社債を発行しております。その内訳は第35

回無担保社債40,000百万円（利率 年0.339％、発行年月日2014年6月12日、償還期限2019年6月12日）及び第36回

無担保社債30,000百万円（利率 年0.562％、発行年月日2014年6月12日、償還期限2021年6月11日）であります。

(2)社債の償還による支出

第２四半期（自 2014年7月1日 至 2014年9月30日）において償還期限が到来した60,000百万円の普通社債を

償還しております。その内訳は第25回無担保社債40,000百万円（利率 年1.73％、発行年月日2007年9月25日、償

還期限2014年9月25日）及び第28回無担保社債20,000百万円（利率 年0.398％、発行年月日2011年7月15日、償還

期限2014年7月15日）であります。 
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10．金融収益及び金融費用

金融収益

受取利息 

受取配当金 

為替差益 

売却可能金融資産の売却益 

その他 

合計 

金融費用

支払利息 

為替差損

売却可能金融資産の減損損失 

その他 

合計 

金融収益

受取利息 

受取配当金 

為替差益 

売却可能金融資産の売却益 

その他 

合計 

金融費用

支払利息 

為替差損

売却可能金融資産の減損損失 

その他 

合計 

前第３四半期累計
(自 2013年 4月 1日
至 2013年12月31日)

1,489
	

3,138
	

5,454
	

1,450
	

862
	

12,393
	

前第３四半期累計
(自 2013年 4月 1日
至 2013年12月31日)

△4,852 

－

△106
	

△839
	

△5,797
	

前第３四半期
(自 2013年10月 1日
至 2013年12月31日)

508
	

1,032
	

4,539
	

162
	

337
	

6,578
	

前第３四半期
(自 2013年10月 1日
至 2013年12月31日)

△1,661 

－

△2 

△468
	

△2,131
	

（単位：百万円）

当第３四半期累計
(自 2014年 4月 1日
至 2014年12月31日)

1,640 

3,305 

12,810 

1,163 

454 

19,372 

（単位：百万円）

当第３四半期累計
(自 2014年 4月 1日
至 2014年12月31日)

△4,483

－

△647 

△1,700 

△6,830 

（単位：百万円）

当第３四半期
(自 2014年10月 1日
至 2014年12月31日)

766 

1,211 

5,735 

159 

29 

7,900 

（単位：百万円）

当第３四半期
(自 2014年10月 1日
至 2014年12月31日)

△1,444

－

－

△881 

△2,325
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11．１株当たり四半期利益

基本的１株当たり四半期利益及び希薄化後１株当たり四半期利益の算定上の基礎

基本的１株当たり四半期利益

親会社の普通株主に帰属する四半期利益（百万円）
	
基本的加重平均普通株式数（千株）
	
基本的１株当たり四半期利益（円）
	

前第３四半期累計
(自 2013年 4月 1日

当第３四半期累計

至 2013年 12月 31日 )
(自 2014年 4月 1日
至 2014年 12月 31日 )

希薄化後１株当たり四半期利益

親会社の普通株主に帰属する四半期利益（百万円） 

子会社及び関連会社の発行する潜在株式に係る
調整額（百万円） 

希薄化後１株当たり四半期利益の計算に使用する
四半期利益（百万円） 

基本的加重平均普通株式数（千株） 

希薄化後１株当たり四半期利益の計算に使用する 
加重平均普通株式数（千株）
	

希薄化後１株当たり四半期利益（円）
	

基本的１株当たり四半期利益

親会社の普通株主に帰属する四半期利益（百万円）
	
基本的加重平均普通株式数（千株）
	
基本的１株当たり四半期利益（円）
	

希薄化後１株当たり四半期利益

親会社の普通株主に帰属する四半期利益（百万円） 

子会社及び関連会社の発行する潜在株式に係る
調整額（百万円） 

希薄化後１株当たり四半期利益の計算に使用する
四半期利益（百万円） 

基本的加重平均普通株式数（千株） 

希薄化後１株当たり四半期利益の計算に使用する 
加重平均普通株式数（千株）
	

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 

58,472
	
2,069,235
	
28.26
	

前第３四半期累計
(自 2013年 4月 1日
至 2013年12月31日)

58,472 

△63
	

58,409
	

2,069,235
	

2,069,235
	

28.23
	

前第３四半期
(自 2013年10月 1日
至 2013年12月31日)

43,821
	
2,069,196
	
21.18
	

前第３四半期
(自 2013年10月 1日
至 2013年12月31日)

43,821
	

△46
	

43,775
	

2,069,196
	

2,069,196
	

21.16
	

51,708 
2,069,055 
24.99 

当第３四半期累計
(自 2014年 4月 1日
至 2014年12月31日)

51,708

△3 

51,705 

2,069,055 

2,069,055 

24.99 

当第３四半期
(自 2014年10月 1日
至 2014年12月31日)

27,601 
2,069,012 
13.34 

当第３四半期
(自 2014年10月 1日
至 2014年12月31日)

27,601 

△1 

27,600 

2,069,012 

2,069,012 

13.34
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12．初度適用

当年度は、IFRSに準拠した連結財務諸表開示の初年度であります。我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準（以下、日本基準）に準拠して作成された直近の連結財務諸表は、前年度（自 2013年4月1日 至 2014年3
月31日）の連結財務諸表であり、IFRSへの移行日は2013年4月1日であります。
当社グループは当年度の第１四半期（自 2014年4月1日 至2014年6月30日）よりIFRSを適用しており、当社グループ
が採用した重要な会計方針は当年度の第１四半期四半期報告書 第４経理の状況 １要約四半期連結財務諸表 [要約四
半期連結財務諸表注記] (以下、要約四半期連結財務諸表注記）３.重要な会計方針に記載しております。重要な会計
方針は、当第３四半期、当第３四半期累計及び前年度の連結財務諸表、並びに移行日の連結財政状態計算書を作成す
る上で適用されております。

（１）IFRS第1号「国際財務報告基準の初度適用」の適用における当社グループの方針
（２）日本基準との重要な差異
第１四半期四半期報告書における要約四半期連結財務諸表注記 11．初度適用をご参照ください。

（３）IFRS第1号に基づく調整表
IFRS第1号に基づく、前第３四半期末（2013年12月31日）の資本に対する調整表及び前第３四半期累計（自 2013年4
月1日 至 2013年12月31日）、前第３四半期（自 2013年10月1日 至 2013年12月31日）の包括利益に対する調整表
は以下のとおりです。なお、移行日（2013年4月1日）及び前年度末（2014年3月31日）の資本に対する調整表、並び
に前年度（自 2013年4月1日 至 2014年3月31日）の包括利益に対する調整表は第１四半期四半期報告書における要
約四半期連結財務諸表注記 11.初度適用をご参照ください。 
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前第３四半期末（2013年12月31日）現在の資本に対する調整表 （単位：百万円）
注記 日本基準 表示科目の 認識・測定の IFRS

記号 差異調整 差異調整

資産の部 資産 
流動資産 流動資産 
現金及び預金
	 A
	 260,124
	 96,813 － 356,937 現金及び現金同等物 
受取手形及び売掛金
	 A
	 916,395
	 △13,565 － 902,830 売上債権 

A － 113,940
	 1,755
	 115,695 その他の債権 
有価証券
	 A
	 101,068
	 △101,068 － － 
棚卸資産
	 414,722 － － 414,722 棚卸資産 
繰延税金資産
	 D
	 76,289
	 △76,289 － － 
その他（流動資産）
	 A
	 194,287
	 △109,685
	 3,223
	 87,825 その他の流動資産 
貸倒引当金
	 △13,565 13,565 － －

流動資産合計
	
A 

流動資産合計 
固定資産 

1,949,320
	 △76,289
	 4,978
	 1,878,009 
非流動資産 

有形固定資産
	 B
	 627,480 － 3,249
	 630,729 有形固定資産 
のれん
	 B
	 28,328 － 9,631
	 37,959 のれん 
無形固定資産（のれん除く）
	 160,942 － － 160,942 無形資産 
投資有価証券
	 C
	 193,429
	 △193,429 － －

C － 34,245
	 △38
	 34,207 持分法で会計処理されている投資 

C － 159,184
	 16,853
	 176,037 その他の投資 
繰延税金資産
	 D
	 69,674
	 76,289
	 21,503
	 167,466 繰延税金資産 
退職給付に係る資産
	 E
	 58,293
	 △58,293 － － 
その他（投資その他の資産）
	 E
	 115,166
	 56,224
	 △56,792
	 114,598 その他の非流動資産 
貸倒引当金
	

76,289 △5,594 1,321,938

－ △616 3,199,947

△2,069 2,069 － －

固定資産合計
	
E
	

非流動資産合計 
資産合計 3,200,563 資産合計 

1,251,243
	

負債及び資本

負債の部 負債 
流動負債 流動負債 
支払手形及び買掛金
	 620,180 － － 620,180 仕入債務 

F － 357,100
	 1,730
	 358,830 その他の債務 
短期借入金及び１年内償還 

G
	 275,775
	 13,308
	 △29
	 289,054 社債、借入金及びリース債務
予定の社債 

リース債務 G
	 13,308
	 △13,308 － － 
未払費用
	 F
	 308,251
	 △308,251 － － 
未払法人税等
	 12,024 － － 12,024 未払法人所得税 
製品保証引当金、工事契約等 
損失引当金、事業構造改善 F
	 60,704
	 39,544 － 100,248 引当金 
引当金、環境対策引当金
	
その他（流動負債）
	 D,F
	 295,899 △88,410 25,051 232,540 その他の流動負債 
流動負債合計
	 流動負債合計 

固定負債 
1,586,141
	 △17
	 26,752
	 1,612,876 

非流動負債 
社債及び長期借入金
	 G
	 420,852
	 26,873
	 △547
	 447,178 社債、借入金及びリース債務

リース債務 G
	 26,873
	 △26,873 － － 
退職給付に係る負債
	 H
	 215,006 － 144,765
	 359,771 退職給付に係る負債 
電子計算機買戻損失引当金、 
製品保証引当金、リサイクル 

I
	 34,010
	 20,233
	 △11,912
	 42,331 引当金
費用引当金、事業構造改善 
引当金、環境対策引当金
	
繰延税金負債及び再評価に 

D
	 32,019
	 17
	 △24,371
	 7,665 繰延税金負債
係る繰延税金負債 

その他（固定負債） I
	
17 108,503 898,070

－ 135,255 2,510,946

60,790 △20,233 568 41,125 その他の非流動負債 
固定負債合計
	 非流動負債合計

負債合計 2,375,691 負債合計

純資産の部

789,550
	

資本 
資本金
	 324,625 － － 324,625 資本金 
資本剰余金
	 J
	 236,429
	 82
	 △442
	 236,069 資本剰余金 
自己株式
	 △395 － － △395 自己株式 
新株予約権
	 J
	 82
	 △82 － － 
利益剰余金
	 J
	 267,394 － △333,143
	 △65,749 利益剰余金 
その他の包括利益累計額合計
	 J
	 △134,366 －

562,344

126,657

824,872 － △135,871 689,001 資本合計

3,200,563 － △616 3,199,947 負債及び資本合計 

202,160 67,794 その他の資本の構成要素

親会社の所有者に帰属する
－ － △131,425
	

持分合計 
少数株主持分 J 131,103 － △4,446 非支配持分 
純資産合計
	
負債純資産合計
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[前第３四半期末(2013年12月31日)の資本に対する調整表に関する注記]

A.現金及び現金同等物、売上債権、その他の債権、その他の流動資産
－表示科目： 〔現金及び現金同等物〕

日本基準の現金及び預金のうち、契約満期日が3ヶ月超の預金4,255百万円をその他の流動資産に
組替表示し、また、日本基準の有価証券のうち、取得日から起算して3ヶ月以内に満期を迎える
101,068百万円を現金及び現金同等物に組替表示した結果、96,813百万円増加しております。
〔売上債権〕
貸倒引当金13,565百万円を売上債権に含めて表示しております。
〔その他の債権〕
日本基準でその他（流動資産）に表示していた未収入金107,874百万円、短期貸付金2,257百万
円、リース債権及びリース投資資産3,809百万円の合計113,940百万円をその他の債権に組替表示
しております。
〔その他の流動資産〕
未収入金等113,940百万円のその他の債権への組替え及び日本基準の現金及び預金のうち契約満
期日が3ヶ月超の預金4,255百万円のその他の流動資産への組替えを行った結果、109,685百万円
減少しております。

－認識・測定：〔その他の債権〕
収益に関する政府補助金について、収益を計上し、日本基準でその他（流動資産）に計上してい
た政府補助金1,755百万円をその他の債権に認識しております。
〔その他の流動資産〕
上記の政府補助金の調整により、その他の流動資産が1,755百万円減少しております。
また、債権売却取引において当社グループが支配を保持している留保部分について、継続的関与
に係る資産を認識したことにより、その他の流動資産が4,978百万円増加しております。
これらの調整の結果、その他の流動資産が3,223百万円増加しております。

B.有形固定資産、のれん
－認識・測定：移行日において、重要性が乏しかったため日本基準でのれんに含めて計上していた負ののれんを

利益剰余金に振り替えた結果、のれんが3,033百万円増加しております。
のれんは日本基準では一定期間にわたり償却しておりますが、IFRSでは減損テストの対象とし、
定期償却を実施しておりません。移行日以降の日本基準での累計償却額を戻し入れた結果、
7,300百万円増加しております。
日本基準で認識された支配の喪失を伴わない子会社に対する親会社持分の変動から生じたのれん
を資本取引として処理したこと等により、のれんが702百万円減少しております。
これらの調整の結果、のれんの残高が9,631百万円増加しております。

有形固定資産については、以下の調整を行った結果、残高が3,249百万円増加しております。
買戻特約付電子計算機販売取引について、日本基準においては、製品の引渡時に収益を一括で計
上し、将来の買戻時の損失補てんに充てるため、過去の実績を基礎とした買戻損失発生見込額を
買戻損失引当金として計上しております。IFRSでは、当該取引により発生した損益をサービス提
供期間に配分するため、一括売上による売上原価の認識に代えて、有形固定資産を計上し、サー
ビス提供期間にわたって償却を行っております。この結果、有形固定資産の残高が2,853百万円
増加しております。
また、日本基準において有形固定資産に圧縮記帳されている政府補助金について、圧縮記帳され
ている金額396百万円を有形固定資産の残高に戻し入れ、繰延収益として負債に計上しておりま
す。

C.持分法で会計処理されている投資、その他の投資
－表示科目：	 日本基準で投資有価証券に含めて表示していた金額のうち、関連会社株式34,245百万円を持分法

で会計処理されている投資へ、売却可能金融資産及び満期保有目的の投資159,184百万円をその
他の投資へそれぞれ組替表示しております。

－認識・測定：売却可能金融資産に対してIFRSに基づく公正価値評価を実施した結果、非上場株式を中心にその
他の投資が16,853百万円増加しております。また、持分法適用関連会社にIFRSを適用した結果、
持分法で会計処理されている投資が38百万円減少しております。持分法で会計処理されている投
資の残高は、上記表示組替と合わせ、34,207百万円であります。 
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D.繰延税金資産、繰延税金負債
－表示科目：	 日本基準で流動に区分していた繰延税金資産76,289百万円及び繰延税金負債17百万円を非流動区

分に組替えております。

－認識・測定：内部未実現利益の消去に伴う税効果につき、日本基準では売却元の税金費用を繰り延べておりま
したが、IFRSでは内部未実現利益を購入元の資産に係る一時差異として取扱い、回収可能性を検
討の上、購入元に適用される税率で繰延税金資産を算定する方法に変更した結果、繰延税金資産
が470百万円減少しております。また、主に確定給付制度における未認識債務を負債に認識した
ことによる税効果を新たに認識した結果、繰延税金資産が53,423百万円増加しております。さら
に、IAS第12号で定める要件を満たした繰延税金資産31,450百万円を繰延税金負債と相殺してお
ります。これらの調整の結果、繰延税金資産が21,503百万円増加しております。
主に売却可能金融資産に対してIFRSに基づく公正価値評価を実施したことによる税効果を新たに
認識しております。また、上記の相殺を行った結果、繰延税金負債が24,371百万円減少しており
ます。

E.その他の非流動資産
－表示科目：	 日本基準における退職給付に係る資産58,293百万円、及び日本基準で固定資産に個別表示してい

た貸倒引当金△2,069百万円の合計56,224百万円を、その他の非流動資産に組替表示しておりま
す。

－認識・測定：確定給付制度を採用している当社及び国内連結子会社において、IAS第19号に基づき年金数理計
算を実施し、未認識債務を負債に認識した結果、その他の非流動資産に計上されている退職給付
に係る資産が56,792百万円減少しております。

F.その他の債務、引当金（流動）、その他の流動負債
－表示科目： 〔その他の債務〕

日本基準の未払費用308,251百万円、及び日本基準でその他（流動負債）に含めて表示していた
未払金48,849百万円合わせて357,100百万円をその他の債務に組替表示しております。
〔引当金（流動）〕
日本基準でその他（流動負債）に含めて表示していた値引引当金、訴訟引当金など39,544百万円
を引当金（流動）に組替えております。
〔その他の流動負債〕
日本基準でその他（流動負債）に含めて表示していた未払金48,849百万円のその他の債務への組
替え、値引引当金、訴訟引当金など39,544百万円の引当金（流動）への組替え、及び繰延税金負
債17百万円の非流動区分への表示組替に伴い、その他の流動負債が88,410百万円減少しておりま
す。

－認識・測定：〔その他の債務〕
当社及び国内連結子会社において、期末時点で未消化の有給休暇から生じる債務を認識した結
果、その他の債務が1,730百万円増加しております。
〔その他の流動負債〕
債権売却取引における当社グループが支配を保持している留保部分について、4,978百万円を認
識しております。また、前述の買戻特約付電子計算機販売取引に係る調整により、その他の流動
負債が20,026百万円増加しております。
資産に関する政府補助金を繰延収益として負債に計上した結果、その他の流動負債が47百万円増
加しております。
これらの調整の結果、その他の流動負債が25,051百万円増加しております。

G.社債、借入金及びリース債務
－表示科目：	 日本基準で流動負債に個別表示していたリース債務13,308百万円を、社債、借入金及びリース債

務（流動）に組替表示しております。
日本基準で固定負債に個別表示していたリース債務26,873百万円を、社債、借入金及びリース債
務（非流動）に組替表示しております。

－認識・測定：普通社債について償却原価法による測定を行った結果、流動に区分される社債が29百万円、非流
動に区分される社債が547百万円、それぞれ減少しております。

H.退職給付に係る負債
－認識・測定：確定給付制度を採用している当社及び国内連結子会社において、IAS第19号に基づき年金数理計

算を実施し、未認識債務を負債に認識した結果、退職給付に係る負債が144,765百万円増加して
おります。 
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I.引当金（非流動）、その他の非流動負債
－表示科目：	 日本基準でその他（固定負債）に含めて表示していた訴訟引当金、役員退職慰労引当金など

20,233百万円を引当金（非流動）に組替えております。

－認識・測定：〔引当金（非流動）〕
前述の買戻特約付電子計算機販売取引に係る調整により、引当金（非流動）が11,912百万円減少
しております。
〔その他の非流動負債〕
資産に関する政府補助金を繰延収益として負債に計上した結果、その他の非流動負債が568百万
円増加しております。

J.資本剰余金、利益剰余金、その他の資本の構成要素、非支配持分
－表示科目： 日本基準において個別表示していた新株予約権82百万円を資本剰余金に組替表示しております。

－認識・測定：資本剰余金、利益剰余金、その他の資本の構成要素に関する調整の主な項目は以下の通りです。

のれん、負ののれん 

金融商品

未実現損益の税効果 

確定給付制度債務

有給休暇に係る負債 

在外営業活動体の換算差額累計額 

非支配持分への按分他 

その他

合計 

注記
資本剰余金 利益剰余金

記号 
B
	 △997
	 10,269 

C、G － △3,085
	
D － △390 

E、H、J － △275,085
	
F － △1,183 
J － △60,986 

J 555
	 △818 

－ △1,865
	
△442
	 △333,143
	

（単位：百万円）
その他の資本の

構成要素

14,621 
△39 

129,559 
－

60,986

△863 
△2,438 
202,160 

IAS第19号に基づき生じた確定給付制度における再測定に係る利得（損失）は、発生時に、税効
果を調整した上でその他の資本の構成要素で認識し、直ちに利益剰余金に振り替えております。
また、移行日現在における在外営業活動体の換算差額累計額について、ゼロとみなしておりま
す。

認識・測定の差異から生じる影響額に係る非支配持分を計算した結果、主に確定給付制度におけ
る未認識債務を負債に認識した影響により、非支配持分に帰属する持分が4,446百万円減少して
おります。 
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前第３四半期累計（自 2013年4月1日 至 2013年12月31日）の包括利益に対する調整表 （単位：百万円）

売上高 3,352,337 売上収益 
売上原価
	 A
	

注記 日本基準 表示科目の 認識・測定の IFRS

記号 差異調整 差異調整

－ － 3,352,337

－ 579 △2,475,816△2,476,395 売上原価 
売上総利益
	 売上総利益875,942 － 579
	 876,521 

販売費及び一般管理費 A
	 △838,933
	 △1,244
	 22,817
	 △817,360 販売費及び一般管理費 

B － △25,236 32,704 7,468 その他の損益 
営業利益
	 営業利益37,009
	 △26,480
	 56,100
	 66,629 

営業外収益
	
C － 12,393 － 12,393 金融収益 

受取利息
	 C
	 1,489
	 △1,489 － － 
受取配当金
	 C
	 3,138
	 △3,138 － － 
持分法による投資利益
	 C
	 3,371
	 1,515
	 337
	 5,223 持分法による投資利益

為替差益 C
	 5,454
	 △5,454 － － 
その他
	 5,347 △5,347 － －

合計
	
B,C
	

18,799
	 △1,520
	 337
	 17,616 

営業外費用
	
C － △5,651
	 △146
	 △5,797 金融費用 

支払利息
	 C
	 △4,852
	 4,852 － － 
固定資産廃棄損
	 B
	 △2,207
	 2,207 － － 
その他
	 △5,964 5,964 － －

合計
	
B,C
	

△13,023
	 7,372
	 △146
	 △5,797 

経常利益 42,785
	 △42,785 － －

特別利益 B,C
	 5,636
	 △5,636 － － 
特別損失
	 B
	 △26,264
	 26,264 － －

税金等調整前四半期純利益 税引前四半期利益22,157 

法人税等合計 D
	

－ 56,291 78,448

－ △760 △15,046△14,286 法人所得税費用 
少数株主損益調整前 

四半期利益7,871 － 55,531
	 63,402 
四半期純利益
	

四半期利益の帰属： 
－ 2,396
	 56,076
	 58,472 親会社の所有者 

少数株主利益
	 E
	 5,475 － △545
	

2,396 

4,930 非支配持分

－ 合計 
四半期純利益 △2,396 

63,402 

（単位：百万円）
注記 日本基準 表示科目の 認識・測定の IFRS

記号 差異調整 差異調整

少数株主損益調整前
7,871 － 55,531
	 63,402 四半期利益

四半期純利益 

その他の包括利益 F その他の包括利益

純損益に振り替えられる

ことのない項目

退職給付に係る調整額 △12,717 － 88,122
	 75,405 確定給付制度の再測定

純損益にその後に振り替え

られる可能性のある項目

在外営業活動体の換算
為替換算調整勘定 63,161 － △55,653
	 7,508 

差額

キャッシュ・フロー・
繰延ヘッジ損益 △37 － － △37 

ヘッジ 
その他有価証券評価差額金
	 16,492 － 1,314
	 17,806 売却可能金融資産

持分法適用会社に対する

－ △54,343 27,625

－ 33,779 103,030

－ △4 2,348
持分法適用会社のその他

2,352 
持分相当額 の包括利益持分 

－ 
その他の包括利益合計
	 69,251 税引後その他の包括利益

四半期包括利益 77,122 － 89,310
	 166,432 四半期包括利益

（内訳） 四半期包括利益の帰属：

親会社株主に係る四半期
69,595 － 85,169
	 154,764 親会社の所有者

包括利益 

少数株主に係る四半

77,122 － 89,310 166,432

7,527 － 4,141 11,668 非支配持分 G 
期包括利益
	

合計
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前第３四半期（自 2013年10月1日 至 2013年12月31日）の包括利益に対する調整表 （単位：百万円）

売上高 1,200,736 売上収益 
売上原価
	 A
	

注記 日本基準 表示科目の 認識・測定の IFRS

記号 差異調整 差異調整

－ － 1,200,736

－ △125 △895,048△894,923 売上原価 
売上総利益
	 売上総利益305,813 － △125
	 305,688 

販売費及び一般管理費 A
	 △279,625
	 △240
	 7,349
	 △272,516 販売費及び一般管理費 

B － △21,446 24,521 3,075 その他の損益 
営業利益
	 営業利益26,188
	 △21,686
	 31,745
	 36,247 

営業外収益
	
C － 6,578 － 6,578 金融収益 

受取利息
	 C
	 508
	 △508 － － 
受取配当金
	 C
	 1,032
	 △1,032 － － 
持分法による投資利益
	 C
	 1,564
	 1,515
	 △7
	 3,072 持分法による投資利益

為替差益 C
	 4,539
	 △4,539 － － 
その他
	 1,866 △1,866 － －

合計
	
B,C
	

9,509
	 148
	 △7
	 9,650 

営業外費用
	
C － △2,079
	 △52
	 △2,131 金融費用 

支払利息
	 C
	 △1,661
	 1,661 － － 
固定資産廃棄損
	 B
	 △1,232
	 1,232 － － 
その他
	 △2,122 2,122 － －

合計
	
B,C
	

△5,015
	 2,936
	 △52
	 △2,131 

経常利益 30,682
	 △30,682 － －

特別利益 B,C
	 3,809
	 △3,809 － － 
特別損失
	 B
	 △22,411
	 22,411 － －

税金等調整前四半期純利益 税引前四半期利益12,080 

法人税等合計 D
	

－ 31,686 43,766

－ △446 7801,226 法人所得税費用 
少数株主損益調整前四半期純 

四半期利益13,306 － 31,240
	 44,546 
利益 

四半期利益の帰属：

－ 12,022
	 31,799
	 43,821 親会社の所有者 
少数株主利益
	 E
	 1,284 － △559
	

12,022 

725 非支配持分

－ 合計 
四半期純利益 △12,022 － －

44,546 

（単位：百万円）
注記 日本基準 表示科目の 認識・測定の IFRS

記号 差異調整 差異調整

少数株主損益調整前
13,306 － 31,240
	 44,546 四半期利益

四半期純利益 

その他の包括利益 F その他の包括利益

純損益に振り替えられる

ことのない項目

退職給付に係る調整額 △10,288 － 61,604
	 51,316 確定給付制度の再測定

純損益にその後に振り替え

られる可能性のある項目

在外営業活動体の換算
為替換算調整勘定 44,498 － △40,093
	 4,405 

差額

キャッシュ・フロー・
繰延ヘッジ損益 △119 － － △119 

ヘッジ 
その他有価証券評価差額金
	 6,725 － 26
	 6,751 売却可能金融資産

持分法適用会社に対する

－ △39,997 11,630

－ 21,607 62,946

－ 70 593
持分法適用会社のその他

523 
持分相当額 の包括利益持分 

－ 
その他の包括利益合計
	 41,339 税引後その他の包括利益

四半期包括利益 54,645 － 52,847
	 107,492 四半期包括利益

（内訳） 四半期包括利益の帰属：

親会社株主に係る四半期
52,052 － 51,153
	 103,205 親会社の所有者

包括利益 

少数株主に係る四半期

54,645 － 52,847 107,492

2,593 － 1,694 4,287 非支配持分 G 
包括利益
	

合計
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［前第３四半期累計（自 2013年4月1日 至 2013年12月31日）の包括利益に対する調整表に関する注記］

A.売上原価、販売費及び一般管理費
－表示科目：	 日本基準において販売費及び一般管理費に含めていた通常の営業循環過程で発生しない一時的な

収益1,244百万円をその他の損益に組み替えた結果、販売費及び一般管理費が1,244百万円増加し
ております。

－認識・測定：確定給付制度を採用している当社及び国内連結子会社は、IFRS移行日より、IAS第19号を適用し
ております。それにより、再測定された確定給付負債（資産）の純額（数理計算上の差異等）に
ついて、発生時に、税効果を調整した上でその他の包括利益の確定給付制度の再測定に認識し、
積立状況を示す額を退職給付に係る負債又は資産として計上しております。
その他の包括利益に認識した確定給付制度の再測定は、直ちに利益剰余金へ振り替えておりま
す。
これらの変更に伴い、日本基準において償却していた数理計算上の差異について、償却費用の戻
しを行っております。また、日本基準において償却していた移行日より前に発生していた過去勤
務費用について、IFRSでは即時認識するため、移行日に税効果を調整した上で利益剰余金へ振り
替えております。さらに、IFRSでは、利息費用及び制度資産に係る期待収益に替えて、確定給付
負債（資産）の純額に係る利息純額を使用します。これらの調整の結果、売上原価が1,355百万
円増加、販売費及び一般管理費が4,053百万円減少しております。

海外連結子会社は、前年度期首よりIAS第19号を適用した結果、数理計算上の差異等をその他の
包括利益として認識するものの純損益には組替調整しない方法に変更しましたが、日本基準にお
ける当社の連結決算手続においては、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関す
る当面の取扱い」（実務対応報告第18号 平成22年2月19日）に基づき、数理計算上の差異等の
残高の総額を従業員の平均残存勤務期間にわたり規則的に損益として処理しておりました。当社
グループのIFRS移行に伴い、上記の調整が不要となり、その結果、販売費及び一般管理費が
13,059百万円減少しております。

日本基準ではのれんを一定期間で償却しておりますが、IFRSでは定期償却を実施しません。
また、金額的重要性に乏しいため日本基準でのれんに含めて計上していた負ののれんはIFRS移行
日において利益剰余金へ振り替えております。これらの調整の結果、販売費及び一般管理費が
7,300百万円減少しております。

買戻特約付電子計算機販売取引について、日本基準においては、製品の引渡時に売上収益を一括
で計上すると同時に、将来の買戻時の損失補てんに備えるため、過去の実績を基礎とした買戻損
失発生見込額を買戻損失引当金として計上しております。IFRSでは、当該取引により発生した損
益をサービス期間に配分するため、一括売上による売上原価の認識に代えて、有形固定資産を計
上し、サービス期間にわたって償却を行うとともに、買戻損失引当金の戻し入れなどにより売上
原価を調整しております。これらの調整の結果、売上原価が1,947百万円減少しております。

日本基準において有形固定資産に圧縮記帳されている、または実際に発生した費用から控除して
いる政府補助金について、IFRSでは繰延収益として処理しております。その結果、売上原価に認
識されている有形固定資産の償却費が18百万円増加し、販売費及び一般管理費に認識されている
研究開発費が1,593百万円増加しております。

また、その他項目について調整を行った結果、売上原価が5百万円減少、販売費及び一般管理費
が2百万円増加しております。

上記の調整の結果、売上原価が579百万円減少、販売費及び一般管理費が22,817百万円減少して
おります。

B.その他の損益
－表示科目：	 日本基準において販売費及び一般管理費に含めていた通常の営業循環過程で発生しない一時的な

収益1,244百万円、営業外収益のその他5,347百万円、特別利益5,636百万円に含まれる固定資産
売却益2,132百万円及び投資有価証券売却益のうち、海外連結子会社における資本取引の影響541
百万円の合計9,264百万円をその他の損益（利益）の増加として組み替え、特別損失26,264百万
円、営業外費用のその他5,964百万円、営業外費用の固定資産廃棄損2,207百万円の合計34,435百
万円をその他の損益（利益）の減少として組み替えております。また、それらのうち、金融収益
に該当する864百万円及び金融費用に該当する799百万円をその他の損益から金融収益・費用へ組
み替えたことにより、その他の損益（利益）が65百万円減少しております。これらの組替えの結
果、その他の損益（利益）が25,236百万円減少しております。

－認識・測定：欧州連結子会社における退職給付制度の一部バイアウト等について、日本基準では当該バイアウ
ト等に伴う数理計算上の差異等の一括償却額4,550百万円を費用処理しておりましたが、IFRSで
は、数理計算上の差異等をその他の包括利益として認識するものの純損益には組替調整しないた
め、当該4,550百万円をその他の損益において利益として認識しております。 
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米国連結子会社Fujitsu Management Services of America, Inc.の清算に伴う為替換算調整勘定
の取崩しにより発生した損失20,599百万円について、日本基準においては特別損失に認識しまし
たが、IFRSにおいては、その他の損益に組替表示しております。その上で、為替換算調整勘定の
残高は、IFRS移行日においてゼロとみなしているため、移行日現在の残高23,180百万円をその他
の損益において利益として認識しております。

一部の国内連結子会社において年金制度の改訂等を行った結果発生した過去勤務費用の影響につ
いて、IFRSでは発生時に即時認識した結果、3,477百万円をその他の損益において利益として認
識しております。

また、その他項目について調整を行った結果、1,497百万円をその他の損益において利益として
認識しております。

これらの調整の結果、その他の損益（利益）が32,704百万円増加しております。

C.金融収益、金融費用、持分法による投資利益
－表示科目：	 受取利息1,489百万円、受取配当金3,138百万円、為替差益5,454百万円、特別利益5,636百万円の

うち資本取引を除く投資有価証券売却益1,448百万円、営業外収益のその他のうちその他の損益
に組み替えられなかった金融収益864百万円の合計12,393百万円をIFRSの金融収益に組み替えて
おります。
また、支払利息4,852百万円及び営業外費用のその他のうちその他の損益に組み替えられなかっ
た金融費用799百万円の合計5,651百万円を金融費用に組み替えております。
さらに、関連会社の一部株式売却に伴う売却益1,515百万円について、日本基準においては特別
利益に含めていましたが、IFRSでは持分法による投資利益に組み替えております。

－認識・測定：持分法適用関連会社にIFRSを適用し、当該関連会社の純資産が増加した結果、持分法による投資
利益が337百万円増加しております。金融費用は、社債を実効金利法による償却原価で計上した
ことなどにより146百万円増加しております。

D.法人所得税費用
－認識・測定：内部未実現利益の消去に伴う税効果につき、日本基準では売却元の税金費用を繰り延べておりま

したが、IFRSでは内部未実現利益を購入元の資産に係る一時差異として取扱い、回収可能性を検
討の上、購入元に適用される税率で繰延税金資産を算定する方法に変更した結果、法人所得税費
用が584百万円減少しております。また、認識・測定の差異から生じる繰延税金資産・負債を計
上した結果、1,344百万円増加しております。これらの調整の結果、760百万円増加しておりま
す。

E.非支配持分（四半期利益）
－認識・測定：認識・測定の差異から生じる影響額に係る非支配持分を計算した結果、非支配持分に帰属する四

半期利益が545百万円減少しております。日本基準では、非支配持分が負の残高となる場合、負
の残高は親会社の持分に負担させていますが、IFRSでは、親会社の所有者と非支配持分に帰属さ
せております。

F.その他の包括利益
－認識・測定：〔確定給付制度の再測定〕

確定給付制度における再測定に係る利得（損失）について、税効果を調整した上で、88,122百万
円をその他の包括利益に認識しております。

〔在外営業活動体の換算差額〕
海外連結子会社における確定給付負債（資産）の純額（数理計算上の差異等）の再測定から生じ
る為替換算差額など55,653百万円をその他の包括利益に認識しております。

〔売却可能金融資産〕
売却可能金融資産に対してIFRSに基づく公正価値評価を実施し、公正価値の増減額について、税
効果を調整した上で、1,314百万円をその他の包括利益に認識しております。

〔持分法適用会社のその他の包括利益持分〕
持分法適用関連会社にIFRSを適用し、当該関連会社のその他の包括利益が減少した結果、当社に
帰属するその他の包括利益の持分が4百万円減少しております。

G.非支配持分（四半期包括利益）
－認識・測定：認識・測定の差異から生じる影響額に係る非支配持分を計算した結果、非支配持分に帰属する四

半期包括利益が4,141百万円増加しております。 
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［前第３四半期（自 2013年10月1日 至 2013年12月31日）の包括利益に対する調整表に関する注記］

A.売上原価、販売費及び一般管理費
－表示科目：	 日本基準において販売費及び一般管理費に含めていた通常の営業循環過程で発生しない一時的な

収益240百万円をその他の損益に組み替えた結果、販売費及び一般管理費が240百万円増加してお
ります。

－認識・測定：確定給付制度を採用している当社及び国内連結子会社は、IFRS移行日より、IAS第19号を適用し
ております。それにより、再測定された確定給付負債（資産）の純額（数理計算上の差異等）に
ついて、発生時に、税効果を調整した上でその他の包括利益の確定給付制度の再測定に認識し、
積立状況を示す額を退職給付に係る負債又は資産として計上しております。
その他の包括利益に認識した確定給付制度の再測定は、直ちに利益剰余金へ振り替えておりま
す。
これらの変更に伴い、日本基準において償却していた数理計算上の差異について、償却費用の戻
しを行っております。また、日本基準において償却していた移行日より前に発生していた過去勤
務費用について、IFRSでは即時認識するため、移行日に税効果を調整した上で利益剰余金へ振り
替えております。さらに、IFRSでは、利息費用及び制度資産に係る期待収益に替えて、確定給付
負債（資産）の純額に係る利息純額を使用します。これらの調整の結果、売上原価が306百万円
増加、販売費及び一般管理費が1,393百万円減少しております。

海外連結子会社は、前年度期首よりIAS第19号を適用した結果、数理計算上の差異等をその他の
包括利益として認識するものの純損益には組替調整しない方法に変更しましたが、日本基準にお
ける当社の連結決算手続においては、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関す
る当面の取扱い」（実務対応報告第18号 平成22年2月19日）に基づき、数理計算上の差異等の
残高の総額を従業員の平均残存勤務期間にわたり規則的に損益として処理しておりました。当社
グループのIFRS移行に伴い、上記の調整が不要となり、その結果、販売費及び一般管理費が
4,513百万円減少しております。

日本基準ではのれんを一定期間で償却しておりますが、IFRSでは定期償却を実施しません。
また、金額的重要性に乏しいため日本基準でのれんに含めて計上していた負ののれんはIFRS移行
日において利益剰余金へ振り替えております。これらの調整の結果、販売費及び一般管理費が
2,387百万円減少しております。

買戻特約付電子計算機販売取引について、日本基準においては、製品の引渡時に売上収益を一括
で計上すると同時に、将来の買戻時の損失補てんに備えるため、過去の実績を基礎とした買戻損
失発生見込額を買戻損失引当金として計上しております。IFRSでは、当該取引により発生した損
益をサービス期間に配分するため、一括売上による売上原価の認識に代えて、有形固定資産を計
上し、サービス期間にわたって償却を行うとともに、買戻損失引当金の戻し入れなどにより売上
原価を調整しております。これらの調整の結果、売上原価が187百万円減少しております。

日本基準において有形固定資産に圧縮記帳されている、または実際に発生した費用から控除して
いる政府補助金について、IFRSでは繰延収益として処理しております。その結果、売上原価に認
識されている有形固定資産の償却費が6百万円増加し、販売費及び一般管理費に認識されている
研究開発費が944百万円増加しております。

上記の調整の結果、売上原価が125百万円増加、販売費及び一般管理費が7,349百万円減少してお
ります。

B.その他の損益
－表示科目：	 日本基準において販売費及び一般管理費に含めていた通常の営業循環過程で発生しない一時的な

収益240百万円、営業外収益のその他1,866百万円、特別利益3,809百万円に含まれる固定資産売
却益2,132百万円の合計4,238百万円をその他の損益（利益）の増加として組み替え、特別損失
22,411百万円、営業外費用のその他2,122百万円、営業外費用の固定資産廃棄損1,232百万円の合
計25,765百万円をその他の損益（利益）の減少として組み替えております。また、それらのう
ち、金融費用に該当する418百万円及び金融収益に該当する337百万円をその他の損益から金融費
用・収益へ組み替えたことにより、その他の損益（利益）が81百万円増加しております。これら
の組替えの結果、その他の損益（利益）が21,446百万円減少しております。

－認識・測定：米国連結子会社Fujitsu Management Services of America, Inc.の清算に伴う為替換算調整勘定
の取崩しにより発生した損失20,599百万円について、日本基準においては特別損失に認識しまし
たが、IFRSにおいては、その他の損益に組替表示しております。その上で、為替換算調整勘定の
残高は、IFRS移行日においてゼロとみなしているため、移行日現在の残高23,180百万円をその他
の損益において利益として認識しております。
また、その他項目について調整を行った結果、1,341百万円をその他の損益において利益として
認識しております。これらの調整の結果、その他の損益（利益）が24,521百万円増加しておりま
す。 
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C.金融収益、金融費用、持分法による投資利益
－表示科目：	 受取利息508百万円、受取配当金1,032百万円、為替差益4,539百万円、特別利益3,809百万円のう

ち投資有価証券売却益162百万円、営業外収益のうちその他の損益に組み替えられなかった金融
収益337百万円の合計6,578百万円をIFRSの金融収益に組み替えております。
また、支払利息1,661百万円、営業外費用のその他のうちその他の損益に組み替えられなかった
金融費用418百万円の合計2,079百万円を金融費用に組み替えております。
さらに、関連会社の一部株式売却に伴う売却益1,515百万円について、日本基準においては特別
利益に含めていましたが、IFRSでは持分法による投資利益に組み替えております。

－認識・測定：持分法適用関連会社にIFRSを適用し、当該関連会社の純資産が減少した結果、持分法による投資
利益が7百万円減少しております。金融費用は、社債を実効金利法による償却原価で計上したこ
となどにより52百万円増加しております。

D.法人所得税費用
－認識・測定：内部未実現利益の消去に伴う税効果につき、日本基準では売却元の税金費用を繰り延べておりま

したが、IFRSでは内部未実現利益を購入元の資産に係る一時差異として取扱い、回収可能性を検
討の上、購入元に適用される税率で繰延税金資産を算定する方法に変更した結果、法人所得税費
用が163百万円減少しております。また、認識・測定の差異から生じる繰延税金資産・負債を計
上した結果、609百万円増加しております。これらの調整の結果、446百万円増加しております。

E.非支配持分（四半期利益）
－認識・測定：認識・測定の差異から生じる影響額に係る非支配持分を計算した結果、非支配持分に帰属する四

半期利益が559百万円減少しております。日本基準では、非支配持分が負の残高となる場合、負
の残高は親会社の持分に負担させていますが、IFRSでは、親会社の所有者と非支配持分に帰属さ
せております。

F.その他の包括利益
－認識・測定：〔確定給付制度の再測定〕

確定給付制度における再測定に係る利得（損失）について、税効果を調整した上で、61,604百万
円をその他の包括利益に認識しております。

〔在外営業活動体の換算差額〕
海外連結子会社における確定給付負債（資産）の純額（数理計算上の差異等）の再測定から生じ
る為替換算差額など40,093百万円をその他の包括利益に認識しております。

〔売却可能金融資産〕
売却可能金融資産に対してIFRSに基づく公正価値評価を実施し、公正価値の増減額について、税
効果を調整した上で、26百万円をその他の包括利益に認識しております。

〔持分法適用会社のその他の包括利益持分〕
持分法適用関連会社にIFRSを適用し、当該関連会社のその他の包括利益が増加した結果、当社に
帰属するその他の包括利益の持分が70百万円増加しております。

G.非支配持分（四半期包括利益）
－認識・測定：認識・測定の差異から生じる影響額に係る非支配持分を計算した結果、非支配持分に帰属する四

半期包括利益が1,694百万円増加しております。

前第３四半期累計（自 2013年4月1日 至 2013年12月31日）及び前年度（自 2013年4月1日 至 2014年3月31日）の
連結キャッシュ・フロー計算書に対する調整表

日本基準の連結キャッシュ・フロー計算書とIFRSの連結キャッシュ・フロー計算書に重要な差異はありません。

１３．後発事象

重要な後発事象はありません。 
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２【その他】

当社は、2014年10月30日開催の取締役会において、2014年9月30日の最終の株主名簿に記載された株主に対し、次

のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

（１）配当金の総額 8,276百万円

（２）１株当たりの金額 4円

（３）支払請求の効力発生日及び支払開始日 2014年  11月  26日  
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